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第一部 【企業情報】

　

第１ 【企業の概況】

　

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第91期

第１四半期
連結累計期間

第92期
第１四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (百万円) 37,902 43,503 193,131

経常利益 (百万円) 1,993 4,477 14,375

親会社株主に帰属する四半期(当期)
純利益

(百万円) 1,201 2,909 9,159

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,385 3,032 10,518

純資産額 (百万円) 97,433 108,192 105,958

総資産額 (百万円) 160,740 175,552 182,167

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 12.05 29.19 91.88

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.6 61.6 58.1
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２ 売上高は消費税等を含んでいない。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

４ 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成25年９月13日)等を適用し、当第１四半期連結累

計期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としている。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はない。

 なお、重要事象等は存在していない。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の伸びと、設備投資や個人消費の増加が見られたも

のの、欧州の財政危機等、世界経済の影響が危惧される中で推移した。

こうした中、当社グループは、新たな３カ年の中期経営方針の運営を開始し、「事業基盤の堅持と『殻』を破る

新たな挑戦」を基本方針として、企業価値の更なる向上に向けた諸施策を実行した。

当第１四半期連結累計期間の業績については、特装車セグメントにおいて、増産投資等により高い需要水準に対

応したほか、航空機セグメントにおいて、前年同期に比べ為替が円安で推移したことが増収につながったことなど

から、受注高は45,829百万円(前年同期比0.2％増)、売上高は43,503百万円(同14.8％増)となった。

損益面は、為替の円安での推移のほか、特装車セグメントを中心に売上高が増加したことなどから、営業利益は

4,445百万円(同120.1％増)、経常利益は4,477百万円(同124.6％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は2,909百

万円(同142.2％増)となった。

　

セグメントの業績は次のとおりである。なお、各セグメントの受注高及び売上高には、セグメント間の内部受注

高及び内部売上高を含んでいる。

　

(航空機)

防衛省向けでは、ＵＳ－２型救難飛行艇の製造が進捗したほか、コンポーネントの製造等も増加したことから、

受注、売上ともに増加した。

また、民需関連は、為替が円安で推移したほか、ボーイング社向け製品の受注が増加したことなどから、受注、

売上ともに増加した。

この結果、当セグメントの受注高は3,832百万円(前年同期比44.6％増)、売上高は10,720百万円(同17.2％増)とな

り、営業利益は2,894百万円(同140.4％増)となった。

　

(特装車)

車体等の製造販売では、建設関連車両の需要が極めて高い水準だった前年同期に比べ受注は減少したものの、な

お堅調な需要に増産投資等で対応した結果、売上は増加した。

また、保守・修理事業は、受注は増加し、売上は前年同期の水準を維持した。

このほか、林業用機械等は、前期に引き続き高水準を維持し、受注、売上ともに増加した。

この結果、当セグメントの受注高は21,730百万円(前年同期比18.4％減)、売上高は19,833百万円(同11.8％増)と

なり、営業利益は1,967百万円(同35.9％増)となった。
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(産機・環境システム)

流体製品は、機器の販売が堅調に推移したことなどから、受注、売上ともに増加した。

また、メカトロニクス製品は、受注は前年同期の水準を維持し、自動車市場向けの自動電線処理機の納入数が増

加したことから、売上は増加した。

このほか、環境関連事業は、受注は前年同期の水準を維持し、廃棄物処理施設の工事進捗等により、売上は増加

した。

この結果、当セグメントの受注高は7,676百万円(前年同期比2.8％増)、売上高は4,811百万円(同22.3％増)となっ

たものの、営業損益は389百万円の損失となった。

　

(パーキングシステム)

機械式駐車設備は、都市部での需要に回復の兆しがあることなどから、受注、売上ともに増加した。

また、航空旅客搭乗橋は、受注は前年同期の水準を維持し、売上は増加した。

この結果、当セグメントの受注高は7,115百万円(前年同期比18.4％増)、売上高は6,131百万円(同21.0％増)とな

り、営業利益は400百万円(同85.4％増)となった。

　

(その他)

建設事業において、受注は増加し、売上は前年同期の水準を維持したことなどから、当セグメントの受注高は

6,247百万円(前年同期比70.7％増)、売上高は2,599百万円(同1.3％増)となり、営業利益は103百万円(同75.3％増)

となった。

　

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はない。

　

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、534百万円である。

　

(4) 主要な設備

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第

１四半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりである。

　　　新設

会社名及び事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額
資金調達
方法

着工年月 完成年月
総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

新明和工業㈱
甲南工場
(神戸市東灘区)

航空機
航空機
生産設備

2,751 ―
自己資金
及び借入金

平成27年
 ４月

平成30年
 ３月

 

(注) １ 上記の金額には消費税等を含んでいない。

２　航空機生産設備は、投資予定額の総額を2,448百万円から2,751百万円に変更している。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,000,000 100,000,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
は 1,000 株
である。

計 100,000,000 100,000,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項なし。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項なし。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項なし。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年４月１日～
平成27年６月30日

― 100,000,000 ― 15,981 ― 15,737
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容を確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)       
普通株式     319,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  99,282,000 99,282 ―

単元未満株式 普通株式     399,000 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 100,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 99,282 ―
 

　

② 【自己株式等】

  平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

（自己保有株式）
新明和工業株式会社

兵庫県宝塚市
新明和町１－１

319,000 ― 319,000 0.32

計 ― 319,000 ― 319,000 0.32
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の新任及び退任並びに役職の異動はない。
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第４ 【経理の状況】

　

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,920 16,023

  受取手形及び売掛金 77,519 64,427

  商品及び製品 2,635 2,964

  仕掛品 23,274 24,969

  原材料及び貯蔵品 12,955 14,743

  その他 7,399 6,669

  貸倒引当金 △38 △32

  流動資産合計 136,664 129,766

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 11,874 11,737

   その他（純額） 15,967 16,475

   有形固定資産合計 27,841 28,213

  無形固定資産 2,164 2,079

  投資その他の資産   

   その他 15,557 15,554

   貸倒引当金 △61 △61

   投資その他の資産合計 15,496 15,493

  固定資産合計 45,502 45,785

 資産合計 182,167 175,552
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 32,214 30,007

  短期借入金 188 170

  1年内返済予定の長期借入金 2,000 2,000

  未払法人税等 4,253 315

  製品保証引当金 45 40

  工事損失引当金 2,628 2,714

  その他 19,125 16,354

  流動負債合計 60,457 51,603

 固定負債   

  長期借入金 2,000 2,000

  退職給付に係る負債 10,166 10,267

  その他 3,584 3,489

  固定負債合計 15,750 15,756

 負債合計 76,208 67,359

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 15,981 15,981

  資本剰余金 15,737 15,737

  利益剰余金 72,736 74,848

  自己株式 △145 △146

  株主資本合計 104,310 106,421

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,095 2,206

  土地再評価差額金 △378 △378

  為替換算調整勘定 692 660

  退職給付に係る調整累計額 △854 △808

  その他の包括利益累計額合計 1,554 1,680

 非支配株主持分 93 90

 純資産合計 105,958 108,192

負債純資産合計 182,167 175,552
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高 37,902 43,503

売上原価 31,232 34,318

売上総利益 6,669 9,184

販売費及び一般管理費 4,649 4,738

営業利益 2,019 4,445

営業外収益   

 受取利息 4 4

 受取配当金 49 61

 その他 22 20

 営業外収益合計 76 86

営業外費用   

 支払利息 9 8

 持分法による投資損失 17 22

 為替差損 59 8

 その他 16 15

 営業外費用合計 103 54

経常利益 1,993 4,477

特別利益   

 投資有価証券売却益 119 24

 特別利益合計 119 24

特別損失   

 固定資産処分損 56 44

 特別損失合計 56 44

税金等調整前四半期純利益 2,056 4,457

法人税、住民税及び事業税 365 306

法人税等調整額 489 1,245

法人税等合計 854 1,551

四半期純利益 1,202 2,905

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

1 △3

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,201 2,909
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 1,202 2,905

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 210 111

 為替換算調整勘定 △52 △35

 退職給付に係る調整額 65 46

 持分法適用会社に対する持分相当額 △41 4

 その他の包括利益合計 183 126

四半期包括利益 1,385 3,032

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,386 3,035

 非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △2
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項なし。

　

(会計方針の変更)

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。)及び

「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。)等

を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資

本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更した。ま

た、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更する。加え

て、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っている。

　当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表

及び連結財務諸表の組替えを行っている。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58‐２項(４)、連結会計基準第44‐５項(４)及び事業分

離等会計基準第57-４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわ

たって適用している。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はない。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

　　(１)履行保証保険契約に基づく債務に対する連帯保証

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

エコセンター湘南㈱ 29百万円 エコセンター湘南㈱ 29百万円
 

 
２ 受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 19百万円 4百万円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

１ 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。

     なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 943百万円 991百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 697 7 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

　

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

　

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 797 8 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
 

　

２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注３)
航空機 特装車

産機・環境

システム

パーキング

システム
計

売上高          

外部顧客への
売上高

9,143 17,744 3,932 5,048 35,868 2,033 37,902 ― 37,902

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― 1 0 19 21 532 553 △553 ―

計 9,143 17,745 3,933 5,067 35,889 2,565 38,455 △553 37,902

セグメント利益又
はセグメント損失
(△)

1,203 1,447 △400 215 2,466 59 2,525 △505 2,019

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設事業、不動産事業、ソフト

ウェア事業等を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額△505百万円には、セグメント間取引消去10百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△515百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及

び基礎的試験研究費である。

３ セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

 

 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結

損益計算書

計上額

(注３)
航空機 特装車

産機・環境

システム

パーキング

システム
計

売上高          

外部顧客への
売上高

10,720 19,832 4,810 6,129 41,492 2,010 43,503 ― 43,503

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

― 0 0 2 3 588 592 △592 ―

計 10,720 19,833 4,811 6,131 41,496 2,599 44,096 △592 43,503

セグメント利益又
はセグメント損失
(△)

2,894 1,967 △389 400 4,871 103 4,975 △529 4,445

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設事業、不動産事業、ソフト

ウェア事業等を含んでいる。

２ セグメント利益の調整額△529百万円には、セグメント間取引消去△24百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△505百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

及び基礎的試験研究費である。

３ セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 12円05銭 29円19銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 1,201 2,909

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

1,201 2,909

普通株式の期中平均株式数(株) 99,690,516 99,680,296
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

(重要な後発事象)

該当事項なし。

　

２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成27年８月５日

新明和工業株式会社

取締役会  御中

　

太陽有限責任監査法人
 

　
　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   高   木      勇      印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士    荒    井       巌       印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新明和工業株式

会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新明和工業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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